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○御殿場市子ども医療費助成規則 

平成７年５月１日 

規則第２４号 

改正 平成１０年３月２７日規則第１２号 

平成１１年６月２５日規則第２９号 

平成１１年９月２１日規則第３２号 

平成１３年２月２７日規則第３号 

平成１４年３月５日規則第５号 

平成１５年３月１２日規則第７号 

平成１６年１１月１９日規則第１２号 

平成１８年３月３１日規則第１０号 

平成１９年３月３０日規則第１５号 

平成２０年３月１８日規則第６号 

〔題名改正〕 

平成２１年３月３０日規則第９号 

平成２２年３月２５日規則第３号 

平成２４年３月２３日規則第７号 

平成２４年６月２０日規則第２４号 

平成２４年７月５日規則第２９号 

平成２５年２月２８日規則第５号 

平成２７年９月１１日規則第２９号 

平成２７年１２月２８日規則第５５号 

（目的） 

第１条 この規則は、子どもの医療費を助成することにより、子どもがいる世帯の経済的

負担の軽減を図るとともに、子どもの健康の保持及び増進を図り、もってその健やかな

成長に寄与することを目的とする。 

（全部改正〔平成２４年規則７号〕） 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 子どもとは、１８歳に達した日以後の最初の３月３１日までにある者で本市の住民

基本台帳に記録され、医療保険各法の規定による被保険者、加入者若しくは組合員（以

下「被保険者」という。）又は被扶養者であるものをいう。 
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(2) 扶養者とは、子どもの保護者（父母等親権を行う者又は後見人その他子どもを現に

監督保護する者）又は子どもの配偶者をいう。 

(3) 医療保険各法とは、次の法律をいう。 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

イ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

ウ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

エ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

オ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

カ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

(4) 医療費とは、健康保険法第７６条第２項、第８５条第２項又は第８８条第４項の規

定に基づき、厚生労働大臣が定めた算定方法によりそれぞれ算定し、合算した額をい

う。 

(5) 保険給付とは、医療保険各法に規定する療養の給付、入院時食事療養費、療養費、

保険外併用療養費、特別療養費、家族療養費、訪問看護療養費、家族訪問看護療養費

及び高額療養費をいう。 

(6) 自己負担金とは、子ども１人の通院１回につき５００円（医療費から保険給付の額

を控除した額が５００円に満たない場合はその額）をいう。ただし、１月につき最初

の４回までの通院に係る自己負担金の合計額を限度とする。 

(7) 合計所得金額とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条に規定する合計所

得金額について、次に定める場合ごとに掲げた者全ての額を合計した額をいう。 

ア 扶養者が子どもの配偶者である場合又は次条第２項の規定により子ども本人が受

給資格者となる場合 本人及びその配偶者 

イ その他の場合 扶養者（父母がある場合は父及び母、後見人その他子どもを現に

監督保護する者の場合はその者が属する世帯の主たる生計維持者） 

（一部改正〔平成１０年規則１２号・１１年２９号・３２号・１３年３号・１４

年５号・１５年７号・２０年６号・２１年９号・２２年３号・２４年７号・２４

号・２７年２９号〕） 

（受給資格者） 

第２条の２ この規則による医療費の助成を受けることができる者（以下「受給資格者」

という。）は、子どもの扶養者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、自らが被保険者であり、かつ、自らの医療費を負担してい

る子どもは、本人及びその扶養する子どもについて受給資格者となることができる。 

（追加〔平成２４年規則７号〕） 
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（助成の範囲） 

第３条 助成の対象は、子どもに係る医療費とする。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合を除く。 

(1) 子どもが生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１５条の規定による医療扶助

を受けている世帯に属する場合の医療費 

(2) 子どもが児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定に

より小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託されている場合、同号に

規定する施設に入所措置されている場合又は同条第２項の規定により指定医療機関に

委託されている場合の医療費 

(3) 法令又は他の施策に基づいて国又は地方公共団体が行う医療費の助成を受けるこ

とができる部分の医療費 

(4) 第三者の行為による傷病に係る医療費 

(5) 保険給付の対象とならない療養に要した費用 

(6) 入院証明書料、差額ベッド料等 

（全部改正〔平成２４年規則７号・２９号〕） 

（助成金の額） 

第４条 前条に規定する医療費に対する助成金（以下「助成金」という。）の額は、次の

各号に掲げる額とする。 

(1) 助成の対象となる医療費について、医療保険各法の規定により受給資格者が負担す

べき額から受給資格者が受ける保険給付の額及び自己負担金の額を控除した額。ただ

し、合計所得金額が３００万円以下の受給資格者については、自己負担金の額を控除

しない額とする。 

(2) 医療保険各法の規定に基づき受給資格者が子どもについて負担すべき入院時食事

療養費標準負担額 

(3) 受給資格者が子どもについて負担すべき次に掲げる額 

ア 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２１条の４の規定により徴収する額 

イ 児童福祉法第１９条の２第２項の規定による自己負担額 

ウ 児童福祉法第２１条の５の２８又は第２４条の２０に規定する自己負担額 

エ 児童福祉法第５６条第２項の規定により徴収する額（同法第５０条第５号に掲げ

る費用に係るものに限る。） 

オ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第５８条の規定による自己負担額 

カ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第３１

01501
ハイライト表示
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条の規定により徴収する額 

キ 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第５条第２

項の規定による自己負担額 

ク 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１

１４号）第３７条第２項又は同法第３７条の２の規定により患者に負担させること

とする額 

ケ 肝炎治療特別促進事業実施要綱（平成２０年３月３１日厚生労働省健発０３３１

００１号健康局長通知）６（２）イの自己負担額 

（全部改正〔平成２２年規則３号〕、一部改正〔平成２４年規則７号・２９号・

２５年５号・２７年２９号〕） 

（受給者証の交付申請） 

第５条 助成金を受けようとする受給資格者は、子どもが記載されている医療保険各法に

規定する療養の給付を受ける資格を証する書類（以下「被保険者証」という。）を提示

し、御殿場市子ども医療費受給者証交付申請書（様式第１号）に、受給資格者の源泉徴

収票又は市区町村長が発行する所得を証明する書類（以下「所得証明書等」という。）

を添付して市長に提出するものとする。ただし、所得証明書等は、申請者の了解のもと

に、市長が所得額の確認ができるときは、その添付を省略することができる。 

２ 前項の所得証明書等は、前年の合計所得金額を証明する書類とする。ただし、毎年１

月から６月までの間にあっては、前々年の合計所得金額を証明する書類とする。 

（一部改正〔平成１０年規則１２号・１１年３２号・２０年６号・２４年７号〕） 

（受給者証の交付） 

第６条 市長は、前条及び次条の規定による申請を認めたときは、御殿場市子ども医療費

受給者証（様式第２号。以下「受給者証」という。）を受給資格者に交付する。 

（一部改正〔平成１１年規則３２号・１４年５号・１５年７号・２０年６号・２

４年７号〕） 

（受給者証の再交付） 

第７条 受給者証を損傷し、又は紛失したために、受給者証の再交付を受けようとする受

給資格者は、御殿場市子ども医療費受給者証再交付申請書（様式第３号）を市長に提出

しなければならない。 

（一部改正〔平成１１年規則３２号・２０年６号・２４年７号〕） 

（受給者証の病院等への提示） 

第８条 受給資格者は、子どもの療養の給付を受けようとするときは、保険医療機関、保

険薬局又は柔道整復師施術所（以下「保険医療機関等」という。）に被保険者証ととも

01501
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に受給者証を提示し、自己負担金を支払わなければならない。 

（一部改正〔平成１０年規則１２号・１１年３２号・２０年６号・２４年７号〕） 

（助成の方法） 

第９条 医療費の助成は、保険医療機関等に助成金を支払うことにより行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給資格者が次に掲げる場合で子どもの医療費を負担した

ときは、受給資格者に助成金を支払うことにより行う。 

(1) 前条の規定により合計所得金額が３００万円以下の額である受給資格者が自己負

担金を支払った場合 

(2) 受給者証の交付申請後その交付を受けるまでの間に保険医療機関等を利用した場

合 

(3) 静岡県外の保険医療機関等を利用した場合 

(4) 保険者から療養費の支給を受けた場合 

(5) 保険給付の対象となる補装具の支給を受けた場合 

(6) 保険給付に準じて行われるはり灸又はマッサージの施術を受けた場合 

(7) 第４条第３号に掲げる費用を負担した場合 

(8) その他市長が特に必要があると認めた場合 

３ 前項第２号から第８号までの規定による助成金の支給を受けようとする受給資格者は、

１月分ごとに、御殿場市子ども医療費助成申請書（様式第４号）に、受給者証及び診療

報酬明細書若しくは領収書又はこれらに代わるべき負担した費用の額を証明する書類を

添付し、市長に提出するものとする。 

（全部改正〔平成２４年規則７号〕） 

（変更届） 

第１０条 受給資格者は、第５条第１項の受給者証交付申請書に記載した事項に変更が生

じたときは、御殿場市子ども医療費受給者証交付申請事項変更届（様式第５号）に、受

給者証を添付して速やかに市長に届け出なければならない。 

２ 受給資格者は、受給者証の交付申請の際に提出した所得証明書等の額に変更があった

ときは、受給者証及び変更後の所得証明書等を添付して速やかに市長に届け出なければ

ならない。 

（全部改正〔平成２４年規則７号〕） 

（申請期間） 

第１１条 受給資格者が助成金の申請を行うことのできる期間は、子どもが保険給付を受

けてから１年以内とする。 

（一部改正〔平成２０年規則６号・２４年７号〕） 
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（助成金の返還） 

第１２条 市長は、偽りその他不正な行為により助成金の支給を受けた受給資格者がある

ときは、その者から助成金の全部又は一部を返還させるものとする。 

２ 受給資格者は、子どもが第三者の行為によって療養を受け当該療養に係る損害賠償を

受けたときは、当該賠償金額の限度において助成金を市長に返還しなければならない。 

（一部改正〔平成２０年規則６号・２４年７号〕） 

（補則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

（追加〔平成１５年規則７号〕、一部改正〔平成２４年規則７号〕） 

附 則 

１ この規則は、平成７年１０月１日から施行する。 

２ この規則第６条の規定により受給資格者証の交付を受けた保護者は、平成７年７月１

日以降に乳幼児が第３条各号に規定する療養の範囲においてその行為を受けたものにつ

いて、第９条に規定する助成金の交付申請ができるものとする。この場合において、申

請期間は、その行為を受けてから１年以内とする。 

附 則（平成１０年３月２７日規則第１２号） 

１ この規則は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この規則は、平成１０年４月診療分から適用し、平成１０年３月以前の診療分につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成１１年６月２５日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１１年９月２１日規則第３２号） 

この規則は、平成１１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１３年２月２７日規則第３号） 

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年３月５日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

（御殿場市乳幼児医療費補助要綱の廃止） 

２ 御殿場市乳幼児医療費補助要綱（昭和５７年御殿場市告示第１４７号）は、廃止する。 

附 則（平成１５年３月１２日規則第７号） 

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 改正後の御殿場市乳幼児医療費助成規則の規定は、平成１５年４月１日以後の受診に
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係る医療費の助成から適用し、同日前の受診に係る医療費の助成については、なお従前

の例による。 

附 則（平成１６年１１月１９日規則第１２号） 

この規則は、平成１６年１２月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日規則第１０号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日規則第１５号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月１８日規則第６号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は平成２０年４月１日か

ら施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の御殿場市乳幼児医療費助成規則の規定（第２条第５号の

改正規定部分）は平成１８年１０月１日から、同条の規定による改正後の御殿場市乳幼

児医療費助成規則の規定（第２条第５号の改正を除く改正規定）は平成１９年４月１日

から適用する。 

（経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の御殿場市子ども医療費助成規則の規定は、平成２０年４

月１日以後の受診に係る医療費の助成から適用し、同日前の受診に係る医療費の助成に

ついては、なお従前の例による。 

４ 改正前の御殿場市乳幼児医療費助成規則第６条の規定により交付された御殿場市乳幼

児医療費受給資格者証は、当該受給資格者証の有効期限の満了する日までの間は、改正

後の御殿場市子ども医療費助成規則第６条の規定により交付された受給資格者証とみな

す。 

附 則（平成２１年３月３０日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、第２条第４号及び第４条第

３号の改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の御殿場市子ども医療費助成規則第２条第１号の規定は、平成２１年４月１日

以後の受診に係る医療費の助成から適用し、同日前の受診に係る医療費の助成について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年３月２５日規則第３号） 
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（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及び様式第２号の改正

規定は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の御殿場市子ども医療費助成規則の規定は、平成２２年４月１日以後の療養に

係る自己負担金から適用し、同日前の療養に係る自己負担金については、なお従前の例

による。 

附 則（平成２４年３月２３日規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の御殿場市子ども医療費助成規則の規定は、平成２４年４月１日以後の受診に

係る医療費の助成から適用し、同日前の受診に係る医療費の助成については、なお従前

の例による。 

３ この規則施行の際、現に改正前の御殿場市子ども医療費助成規則の様式により提出さ

れている文書は、この規則の相当様式により提出された文書とみなす。 

４ この規則施行の際、現に交付されている御殿場市子ども医療費受給資格者証は、この

規則により交付された御殿場市子ども医療費受給者証とみなす。 

附 則（平成２４年６月２０日規則第２４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年７月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、現に改正前の御殿場市公文書公開条例施行規則、御殿場市外国人

高齢者福祉手当支給規則、御殿場市営住宅条例施行規則の様式により提出されている文

書は、改正後の御殿場市公文書公開条例施行規則、御殿場市外国人高齢者福祉手当支給

規則、御殿場市営住宅条例施行規則の相当様式により提出された文書とみなす。 

３ この規則施行の際、現に第５条の規定による改正前の外国人登録法の規定による外国

人登録原票に登録されている者については、改正後において引き続き住民基本台帳に記

録されているものとみなす。 

附 則（平成２４年７月５日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年２月２８日規則第５号抄） 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

３ この規則施行の際、従前の規定により作成した帳票及び用紙は、当分の間、使用でき

るものとする。 

附 則（平成２７年９月１１日規則第２９号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の御殿場市子ども医療費助

成規則の規定は、平成２７年１月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の御殿場市子ども医療費助成規則の規定は、平成２７年１月１日以後の受診に

係る医療費の助成から適用し、同日前の受診に係る医療費の助成については、なお従前

の例による。 

附 則（平成２７年１２月２８日規則第５５号） 

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

（全部改正〔平成２４年規則７号〕、一部改正〔平成２７年規則５５号〕） 

様式第２号（第６条関係） 

（全部改正〔平成２４年規則７号〕） 

様式第３号（第７条関係） 

（全部改正〔平成２０年規則６号〕、一部改正〔平成２４年規則７号〕） 

様式第４号（第９条関係） 

（全部改正〔平成２０年規則６号〕、一部改正〔平成２２年規則３号・２４年７

号〕） 

様式第５号（第１０条関係） 

（全部改正〔平成２０年規則６号〕、一部改正〔平成２４年規則７号〕） 

 


